（参考）職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（案）
１　職員の給与に関する条例（昭和40年大阪府条例第4号）の一部改正【第１条】

給料表の改定（別表第１、別表第２並びに別表第３ロの表及びハ関係、別表第４から別表第６）

公民較差▲0.41％（▲1,598円）を解消するため、給料表（医療職（一）を除く。）を人事委員会勧告のとおり改定する。
　　　　
２　職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成23年大阪府条例第13号）の一部改正【第２条】
（１）経過措置の基礎となる額の改定（附則第７項）
平成23年４月１日に実施された公務員制度改革による給料の切替えによる措置として、施行日以後において受けることとなる給料月額が、施行日の前日において受けていた給料月額（以下「経過措置基礎額」という。）から平成23年度以後毎年２％ずつ引き下げた額に満たないときは、その差額に相当する額を給料として支給しているが、第1条による給料表の改定に伴い、当該経過措置基礎額について、当該経過措置基礎額に100分の99.2を乗じて得た額（その額に一円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）に改定する。

　　　　

（２）特定の再任用職員の給料月額の改定（附則別表第４）
平成23年４月１日に実施された公務員制度改革による給料の切替えによる措置として、下記の職務の級の再任用職員については、切替日から平成27年３月31日までの間、各給料表の額に関わらず、「給料表」、「職務の級」及び「期間の区分」に応じて附則別表第４に掲げる給料月額としたところであるが、第1条による給料表の改定に伴い当該給料月額について改定する。
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１級 232,064 227,328 221,652 216,936

４級 314,678 308,256 300,330 293,940

医療職給料表（二） １級 231,672 226,944 221,276 216,568

医療職給料表（三） １級 259,300 259,300 258,100 258,100

附則別表第４　切替日から平成27年３月31日までの間における特定の再任用職員の給料月額（附則第６項関係）

  備考　この表の行政職給料表の職務の級４級の適用は、切替日の前日において再任用職員であった者のうち旧級が６級であった者に限る。

行政職給料表


３　職員の給料及び管理職手当の特例に関する条例（平成23年大阪府条例第3号）の一部改正【第３条】

給与条例等一部改正条例に対する読替え（附則第３項）
当該規定は、公務員制度改革を実施（毎年２％ずつ引き下げ）しながら、さらに特例減額を実施することは、当該職員にとって２重の負担になることから、給与制度改革を実施したうえで、減額率を緩和し、当該職員への過度の負担を軽減する措置として規定。２の（２）の「特定の再任用職員の給料月額の改定（附則第6項・附則別表第4）」の改正に伴い、当該給料月額について改定する。
４　一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年大阪府条例第70号）の一部改正【第４条】

人事委員会勧告のとおり、第1号任期付研究員に適用する給料表を改定する。（第５条第1項関係）
５　一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成14年大阪府条例第86号）の一部改正【第５条】

人事委員会勧告のとおり、特定任期付職員に適用する給料表を改定する。（第７条第1項関係）
６　知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正【第６条】

　　知事の退職手当に係る規定整備
７　施行日【附則第１項】

平成２５年４月1日から施行する。ただし、第６条については公布日より施行する。
８　委任【附則第２項】

　　前項に定めるもののほか、この条例（第６条の規定を除く。）の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。
